
(平成30年6月作成)

事務事業評価シート

款

項

目

１．事務事業の位置付け ２．事務事業の概要

1

3

2

５．今後の方向性（担当室による内部評価）
 【選択肢】　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合（予定含む）、休止（予定含む）、廃止（予定
含む）、事業完了（予定含む）

今後の対応方針（課題解決への取組内容、具体的な見直し内容、継続の理由等） ６．事務事業の取組に関係する市の計画

第４次名張市障害者福祉計画
第５期名張市障害福祉計画

４．担当室による事務事業の点検

考察（H.29年度の取組評価、課題、施策への貢献、市民との協働など）

一般財源 0 19,060 21,323 21,323 21,3230 21,323

10,706 10,706 10,706

地方債

10,706

2.23人 2.23人 2.23人

臨時職員等 0.10人 0.50人 0.50人 0.50人

2.23人

0.50人

17,402千円 17,402千円 17,402千円

①+②総事業費 0千円 33,167千円 49,431千円 49,431千円 49,431千円

0千円 17,402千円

0千円 49,431千円

②概算人件費 0千円 1,882千円

人
工
数

職員 0.23人

国･県支出金 12,225内
訳

(

千
円

)

その他（　　　）

H.31年度(計画予
算)

H.32年度(計画予
算)

H.33年度(計画予
算)H.28繰越分 H.29現年分

①直接事業費 31,285千円 32,029千円 32,029千円 32,029千円

H.29年度（決算見込） H.30年度(作成時予算額)

H.29繰越分 H.30現年分

32,029千円

福祉子ども部 障害福祉室 田中資三 障害者自立支援費 相談支援事業

総
合
計
画

政 策 支え合い健康でいきいきと暮らせるまち 事業目的（めざす効果）

基本施策

事業内容

(H.30)No. 2028 (H.29)No. 2028

事務事業名 相談支援事業
会計区分 事業コード 172001
一般会計 （中事業名）※予算書事業名

民生費 地域生活支援事業

担当部局名 担当室名 室長名 社会福祉費 （小事業名）

地域福祉の充実

障害者福祉の向上施 策 障害者福祉

重点プロジェクト

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画 障害者等の福祉に関する各般の問題について、障害者
等からの相談に応じ、必要な情報提供及び助言、その
他の障害者福祉サービスの利用支援等、必要な支援を
行う。また、自立支援協議会を設置し、中立・公平な相
談支援事業の実施のほか、地域の関係機関との連携強
化、社会資源の開発・改善等を推進する。更に、知的・
精神障害者に対し、成年後見制度の申し立て費用の一
部を補助する。

H.29年度（事業量・取組実績） H.30年度（事業量・取組計画）

主な事業の
実績・計画

直営で実施

成年後見制度利用支援事業：
 １件　１７７，８３９円
相談支援事業負担金：
　３名分　１９，０６７千円

計画相談支援（サテライト）事
業委託：２法人３事業所
　８，４００千円
計画相談事業：１件　５，０００
円
　７２８件　３，６４０千円
　　　てらだ　１１０件
　　　はなの里　１８件
　　　育成会　６００件

直営で実施
成年後見制度利用支援事業：
2件
相談支援事業負担金：２名分

H.31年度(事業計画) H.32年度(事業計画) H.33年度(事業計画)

直営で実施
成年後見制度利
用支援事業：2件
相談支援事業負
担金：２名分

直営で実施
成年後見制度利用
支援事業：2件
相談支援事業負担
金：２名分

直営で実施
成年後見制度利
用支援事業：2件
相談支援事業負
担金：２名分

＜記載省略＞
点検等による成果向上や見直しが困難な事業(法令等による義務的経費、災害復旧等緊急事業など)のため

＜記載省略＞
点検等による成果向上や見直しが困難な事業(法令等による義務的経費、

災害復旧等緊急事業など)のため


